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本イヒ学 企業 競 
一 インスティ デニー ションと技術経営との 共 進一 

0 山内 伸 @  渡辺千般 ( 東工大社会理工学 ) 

工 。 痔 

90 年代以降、 工業化社会から 情報化社会、 更に ユピ 
キ タス社会へのパラダイムシフトの 下 " 過去の成功モ 

デルを，慣性として 引きずる日本では。 インスティテ ヱ 

一 ションの柔軟性が 低下。 企業間格差も 拡大。 この結 

果業績を伸ばす 企業と伸ばせない 企業の二極化が 生じ 

ている。 化学業界においてもこの 現象が見られるが。 

いくつかの優秀企業も 存在する ( 新陳， 2 
ここでは。 「上層。 深層間コ % ボリュー 

エ ボリューション」により、 予期せぬ変 

敏に対応できる 最適レジ リエンス構造を 

構築している 企業の分析を 行う。 

ノ ベーション。 インステイテューション   

イノベーションは、 制度や文化 ( インステイテュー 

ション ) , との相互作用。 其達 (co で W 比目 on) のダイ 
ナミズムに依存する。 「企業レベルの 縄 綴文化」から 形 

成される日本の 経営システム 泣本来的にこの 面の卓越 

した機能を内包しており " 1990 年代以降のロスト ヂ ケ 

一ドはこの其達ダイナミズムの に 起因すると考え 

している。 また 

ぬ 撫翰と 共進も㈱ ， e Ⅴ <olu 苗 0 皿 

銭 と定義。 共 進の結果が共 

適応をもたらすと 「 る 。 イノベーション、 技術 

営 ひいては経営戦略の 発展過程は、 これら ヱ コシステ 

ムの進化に類似している " すなわちインステイテュー 

面から捉える 必要があ るとしている。 これらを モヂル 

的にあ らわすと図五のように 表すことが出来る。 イン 

ステイテューション と 共進し 深 の 日本人の特徴を 引 

き出すと共に。 多様性的観点 ( 多角化とバローバル せヒ ) 

から技術経営を マ 孝一 ジ してきた企業は 好循環。 出来 

ていない企業 は 悪循環の結果。 二極化も顕著になって 

来たのではないかと 考えられる。 

られる " ここでインステイテューション 法 社会経済 全 

休め システムであ り、 それは生きているがゆえに 環境 

の 変化に対応して 自己の構造。 機能を変化きせて 成長 

ずる変化的システムと 捉えることが 出来る。 この モヂ 

ル として ェ コシステムモデルが 有用であ   
この先駆的研究 は眩簗 

            彼は、 生態系 

深層間 ( 垂直方向 ) で 相 

ている。 彼の木ロンの 概 

造 の - 部を構成しており、 イシス 

様に考えることが 出来る。   

" 一 。 """ 。   "" 鰯が 鐸み ま蛇豆 "" 鯉 好み " 』。 " 妨 " 。 。 ' 。 

している製品の 日本への技術移転を 分析、 インステイ 

テューションの 上層。 深層の相互作用のもとで、 深層 國 & 。 インスティテュ - ション とヱ コシステムモデル   

部分が経営意思決定に 大きな役割を 果たすことを 見出 

り @ じ 化学工業におけ と レジ ジエ ン 

l 渡辺等 は、 @ インステイテューション J ほ、 ①国家戦略。 社会 造 
制度、 ②企業レベルでの 組織文化③時代背景といった 3 つの 次 日本の化学工業 は ，小規模乱立。 企業規模が小さく   
元で構成されるとしている。 

一 724 一 



更に高コスト 構造であ り、 多角化の割には 利益率が低 
かった " ここ 2 一 3 年中国特需も 含む景気回復基調の 

恩恵を享受しているが、 構造 

ず 、 競争環境も高い く 何す 、 

の 化学企業は、 日本以外の地 

とで海外の企業と 真の自由競争をしたという 経験に乏 

しい。 従って国際的な 幸水準は高いと 泣いえない 状 

況 であ る。 

日本の化学企業を 経口音的に見ると。 図 2 のよう @ こ売 

Is) を伸ばしている 企業と低下させ 
ている企業の 二極化減少が 顕著に見られる " 更に売上 

高 営業利益率 (01 

変動係数を、 199 五 

図 3 に見られる 様 

り 二極化している 
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社売上高営業利益 

出典 :  森山   2006[ て 
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                            一                               

    
図 3 。 化学企業技 経営ポジションの 変容   

ぬ典 : 森ぬ 、 2006@18@. 

こ れ ろ 日本化学企業において、 顕著に業績を 伸ばし。 

また㎝ S 。 OlR の安定している 企業に信越化学があ る。 

Ⅱ 期 連続最高益の 更新、 また㎝ 5 は 26.4% と極めて 高 

く 、 時価総額 ( 化学 ) は世界 6 位で、 国内の化学企業 

の中で群を抜いている。 連単 倍率は高く関連会社の 貢 

献が大きい。 

イ % 

4 。 & 

信越化学の金川社長ほその 著書 ( 

テックでの経営は 私の経営手腕を 磨いてくれた。 私に 

とって経営の 原点、 となったのはシンテックであ り。 合 

理化経営の原点」、 そして「ここで 培った事業 ノク ハ ウ 

ほ 。 大きな力であ りこれを世界で 応用しているⅡ と述 

べ 。 「信越バループの 経営モデノ ン 」として位置づげてい 

る 。 金川社長が 30 年かかり 

信越の強さの 象徴でもあ る 
、 ン ンテックは信越の 米における㈹ 0% 子会社で、 

ビの 製造販売会社であ る。 塩ビは好不況の 変動が激し 

く 。 更に日本では 不況の長い 旨 として知られている。 

欧米 日 共にメーカー 数の淘汰も進んでいる。 こ 

信越はシンテ ック を中核として、 これを 欧目が 

る形を取り。 世界的に塩ビが 

に 捉えて拡大。 大きな利益を 

率 アップに貢献している。 シンテックの 貢献ほ売上 

高。 純利益共に㏄ % 。 であ る。 更にシンテジ ク では。 今 

後 1 。 0 ㏄億円をかけて 原料からの一貫大増設を 発表し 

ている ( 塩ビ㏄ 万 トンに加え、 塩ビモノマ ー 7h 万 トン、 

電解からの - 貫 ) 。 

レジジエンス 構造 

信越のポートフォリオの 特徴は汎用分野 ( 塩ビ。 シ 

リコーいと成長分野 ( 半導体。 通信関連 ) のバラン 

スで、 かつこれらが 世界シェアの 王 -3 位に位置付ける 

れること、 更にリスク分散を 世界 3 極体制にて行って 

いるところにあ る " 自己 本 比率も㈹ % 。 と高い。 グロ 

ーバル展開を 進め。 海外売上比率も 鰍 % と 高い 

日本化学企業のレジフェンスファクター 検討のため、 

利益率と最適多角化度。 売上高。 研究開発 

性製品依存度。 スピルオーバー 技術などの相関を 分析 

した。 これらより。 「化学企業の 多角化度には 最適水準 

が 存在。 この条件のもとコア 事業を強化、 その上で機 

能性化学（多角化している 企業」が 、 高い利益率を 生 

み出し。 信越化学がこれらのファクタ 一で抜きん出て 

いることを見出している 鱈 技 

工 lj) 。 信越の特徴をま 

4.3  グローバル。 コヱ - 

ミズム 

信越の国際展開の 基 は 。 ㈹ 60  (535)  に ポル               
に 合弁にて シ レスを設立したのに 始まる。 塩ビ不況の 

申輸出に活路を 求めたことは 各社共通していたが。 信 
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越は 技術。 プラント輸出、 現地合弁企業設立へと 発展 

させた。 この時期に海外展開を 開始したこと 旗日 

化学企業としては 数少ないケースであ る。 貿易。 

自由化の国際的潮流に 対応して事業展開を 図るとして。 

技術。 プラント輸出を 意識した商談を 進めてきた。 時 

を同じくして 現在の社長であ る金川氏が 1962 に 入 

た 。 ここで。 に 示した。 一般に 

確率は低いと 言われている ( 磁 

が、 これら @ 信越の成功事例であ 

轟 A でしくじったことは 一度もない。 買い 

った後 よくできる自信がなけ ぱ ぜったいやらな い 」 

とも述べている。 

    "' 轟國 " 。 """""" 。 " 力 " 

図 4 。 信越化学の 

社。 海外事業に従事した。 シンテックは 設立当初 れ 973) 
ロビンテック 社 との合弁としてスタートしたが。 パー 

トナ一の引き 上げを契機に、 金川氏の経営判断により 

㈹ 76 合弁から完全子会社になり。 更に 1977 金川氏が 
社長に就任、 新たなビジネスモデル ( 日米インステイ 

テューションを べ一 ス とするべストプラクティス 追求 

のハイブリッド モヂル ) を 形成、 この成功は本社にス 

ピルオーバー し 、 国内塩ビの再建プロセスにまで 好循 

環に影響している。 即ち 、 「シンテックの 成功 一 ノ 

シンテックの 相次ぐ増設。 本社からの相次ぐ 世界への 
技術輸出。 国内塩ビの再建」であ るが。 ここで重要な 

ことは。 金川氏の海外事業本部長。 シンテック社長。 

塩ビ事業本部長の 兼務による、 シンデックモデルの ス 

ピルオーバーと 考えられる。 これが信越におけるバ ロ 

一 バル。 コエ ボリューションの 契機となった。 

・海外 チ 会社の役割は 、 主に海外マーケットへの アク 

セス提供あ るいは 、 らの技術の受け 皿と理解さ 

れていたく     e ℡㎝     しかしシンテックでは、 

ているべストプラクティス 

。 ェク セレンス (COE) 

という早い時期に 戦略的に 

形成、 これが本社にスピルオーバー し 、 信越の日米イ 

ンステイテューション 間にて相互作用 ( 水平方向 ) し 

お互いに進化、 更にこのモデルは 他事業部。 内外子会 

社。 従業員の意識や 企業文化など、 信越バループ 内部 
( 垂直方向 ) にスピルオーバー。 同化していっている 

      考えられる。 このダイナミズムを 図 5 にまとめ 

良好な 髄痒 の 締築 

  
ク JL 一フ の国内外に広 捷 ダループ 雛弩 力 め鱗 上 
( ス已 L4 一パ U 宇援 

遥な ポートフォリオバランスと 
@ 半凝体 。 シリコー， ノ ) 世界㌻ ソ ブシェアの 輿品舞 
舜斡 子会社 

ユが竿 タス だ俺 / 
寓い レジが ヱソヌ 

図 5 。 シンテッ タ を 中， とするダイナミッタモデル 
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材劫威坊のヌど ルオーバー     新を石 

け 79 信越半導体 閥偉汚 約巧 n 億円 2,5 ㎝億円 

( 完全子会社 牝 50 拓を建 取 ㈲ 
け鍍 シン エツ P Ⅴ cC @30 億円 
( オランダの塩ビ 紺 指事理を賈 収 @ 

け簿 双 タイローズ 丑 0 儂円 約 240 便巧 串 約笘 n 便門 
( スイス化学会袖から 靭収 @ 

  

  シンずッウ で 鞄 鰯を上げた人を。 きせ、 ビジネスモデ 経富や工蝿診翫 ll@ を広く 撰 展開をさせる。 、 他の子会社や シンテッ 窩 社   

図 6. スピルオーバー 

出典 : 日経ビジ 不ス 、 鴬 0f 

またレジ リェ ンス構造とは 予期せぬ危機への 対応能力 

であ るが、 昨年米国南部を 襲った「 リタ 」の際の例を 

挙げることができる。 このとき。 シンテックのテキ ザ 

ス 工場ほ直撃を 受け，避難命令が 出たにもかかわら 

従業員は残って 工場を守った ( 日経ビジネス。 完 

成功している 根源は。 インステイテューション「深 

層の特質」を「トップの 強力なリーダーシップ」によ 

り引出し、 更にトップが「戦略的転換をリードし 続け 

引 ことにより、 今日の成功に 結びついていると 考え 

られる "  「上層。 深層間の相互作用」は「中層の 企 
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業 レベルの組織文化 コを 経て図 7 に示した二重スパイ 

うん メカニズムに を 経て「 共進 」をもたら 

し 。 「最適レジン エ を 構築しており " これら 

のどれ一つが 欠けてもこの 舞 循環のメカ エズム は可能 

とはならないのであ るが。 「シンテックで 培った経営モ 

デル の 会 社への 展 コは 、 この階層の中で 甲層を占め 

る重要な企業文化。 企業網織。 企業スタイルと 位置づ 
けることが出来る。 

鱈翅め多椛絃 @ 多角 荘 。 グ ロ ー パル 牡 )% 聴 ニ重スパイラルメカニズム 
ク 万一。 癬 " ミ " ポ "q 一 。 。 " 

当初より世界を 舞台 

( 例 ． 堪ピ ． 半轍体   シリコー 

コア事業の初期設定 
簗麹 学習をべ ー ス と 
する 簗 降の自己 増麹 

盟妾 優艶 時 圭一汁フォリオ f くう 

図 7 。 共鳴ニ重スパイラルメカニズム   

  考 察 

鍵 年代以降、 工業化社会から 情報化社会、 更に ヱピ 

キ タス社会へのパラダイムシフトの 下、 インスティテ 

ューションの 柔軟性が低下、 企業間格差も 拡大、 この 

結果業績を伸ばす 企業と伸ばせない 企業の二極化が 生 

じている。 

日本の深層にあ る文化特性は。 本来卓越した 要素を 

ぬ包 している。 これは地政的。 歴史的に由来する 農耕 

的文化をべ ー スとする集団の 強さ。 平均点の高さ。 教 

育度の高さ。 学習能力にの 学習意欲は日本人の 持つ 

対外恐怖症。 好奇心 " 向上心より来る ) 。 暖 昧を許容す 

る能力 ( 従ってプレキシビリティーが 高い ) など、 生 

産性の高いシステムであ り。 これが日本の 比較 

あ る。 これがインステイ デヌー ションの深層部分を 

成する。 日本のこの深層の 特質を生かす 経営 " すなわ 

ちこの本来埋もれている 潜在的能力㊧ N おを顕在化さ 
せ 。 イノベーションを 誘発させることが 肝要であ る。 

即ちがジショニンバカ や ブランドカ。 戦略転換を行う 

経営力が同時に 必要であ る。 レジリエンス 構造を構築 

している企業は、 これら日本の 比較優位と欧米企業か 

ら学習したこれらの 力 を併せ持つたハイブリッド 経営 

を 行っている。 ( 類似の例は Canon でも見ることができ 

る。 ) 

昨今、 日本企業 は 回復基調の過程で、 バランスシ 

ート。 キャッシュフロー 重複。 透明性、 コストコント 

ロールなど世界標準を 採用する一方。 従業員やサプラ 

イヤー、 地域重視などの 様な 馨本 的価値観を維持する 
方向であ る。 信越ではかなり 早い時期より。 グローバ 

      コ % ボリュー " ン によりこのハイブリッド 経 

を 実践 し 、 さらに 化させて来ているものと 言える。 
信越は、 挑戦的なターゲット @ こ チャレンジ し 続け、 ま 

た シンテックより 学習。 進歩発展させ、 これを全社の 

モデルとして 実践してきた。 これほシンテック 社長を 

兼務する金川社長の 経営スタイルに 依存す 

大きいが。 同時に組織的にも 階層構造の上 

夏作用をうまく 働かせているところから 来 

ている 

従来。 印本の化学産業とか。 日本化学工業の 戦略」 
と 一まとめに呼ばれてきた 日本の化学企業は。 各企業 

の培ったレジリエンス 能力により。 今後二極他がます 

ます進むものと 考えられる。 

の先駆けとなるは 
、 また 力ネ ボクの 

は記憶に新しも、 。 ) 
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